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〇 視 察 先 

（1）神奈川県大和市（人口 243,573 人(R6.3) 市域面積 27.09 ㎢） 

 ① おひとりさま支援条例 

【調査項目】 

1） 「おひとりさま支援条例」について 

 

【内 容】 

    調査項目 1）「おひとりさま」とは、大和市の条例では「ひとり暮らしの市民で

あって、年齢を重ねたことにより他者や社会との関わりを必要とするもの」とさ

れている。おひとりさま支援が必要な理由は、おひとりさまの健康の為である。 

   大和市は東京都心から約 40km 圏内に位置し横浜市等と隣接した都市で、市内に

は鉄道 3 路線 8 駅がある他、東名高速道路や国道 16 号線、246 号線などが通って

いる。市域のほとんどが鉄道の駅から徒歩 15 分圏内に収まっており、高い交通利

便性を誇っている。また、市立病院、スポーツセンター、下水処理場、ごみ焼却

場、火葬場、河川、大規模緑地、ショッピングセンター、大規模図書館等、様々

な機能がコンパクトに集積している都市であり、高い人口密度を誇っている。そ

の都市機能の利便さ故、若年層の市民が多く居住しているが、一方でまた独居高

齢者も多く居住している都市でもある。 

   孤立と閉じこもり傾向にある高齢者はそうでない高齢者に比べて 6 年後の死亡率

が 2.2 倍にも達するという調査結果がある。高齢者の外出や社会交流の促進に取

り組むことがおひとりさまの健康にとって必要不可欠なのである。 

   「おひとりさま支援条例」では 

① おひとりさまに関する普及啓発 

② おひとりさま及びその家族への相談支援 

③ 外出及び社会的交流の支援 

④ 情報の収集及び提供 

を行うことと定めている。 

  また、「これ一冊あればひとり暮らしもひと安心！」と題した保存版生活お役立

ちガイドを配布しており、救急時、災害時、生活支援、介護保険、健康づくり、財

産管理、葬儀、相談窓口等、困りごとに応じた行動指針や連絡先がイラスト入りで

わかりやすくまとめられている。 

   

 【所 感】 

  石狩市においても市民の高齢化率は年々上昇を続けており、独居の高齢者いわ
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ゆる「おひとりさま」の増加が見込まれる。そのような市民の健康寿命を伸ばす

為にも外出の機会確保や社会交流の促進に取り組む必要はおおいにある。 

  また、石狩市においても様々な困りごとに対する相談窓口がそれぞれ存在して

おり、個別に市民への周知がなされているが、大和市で配布されているような小

冊子 1 冊にまとめることにより家庭に常備してもらい日常的に活用して頂く事が

可能となると感じた。 

 

② 不登校特例校分教室 

【調査項目】 

1） 不登校特例校分教室について 

 

【内 容】 

    調査項目 1）学校に通うことが出来ていない児童生徒、いわゆる不登校の児童

生徒の中には、必ずしも以前通っていた学校への復学を希望しない児童生徒が一

定数存在する。その様な児童生徒の受け皿として、心機一転新しい環境での学び

の場を提供することを目的として、まずは中学生を対象とした不登校特例校分教

室が設立された。既存の小学校の中の一部使用されていない校舎を改築して小学

校の玄関とは反対側の面に不登校特例校分教室の玄関を作り、不登校特例校分教

室以外の児童生徒とは顔を併せないで登下校できるように工夫されている。また、

その日の気分や体調に合わせて無理なく自分のペースで学習が進められるよう配

慮されており、校舎内のカラーリングも含めてリラックスして学校生活を送るこ

とが出来るよう配慮されている。トイレは生徒の希望も取り入れ、特に明るく清

潔に改装されており、気分が落ち込まないよう工夫されている。 

   

 【所 感】 

  不登校になってしまった児童生徒の中には学校における人間関係に躓いている

ケースが少なからずあり、学校に行く必要性は本人も感じていながらも以前の学

校には戻りたくないと考えている事例は少なくない。その様な児童生徒の受け皿

として、心機一転新しい環境で学ぶことの出来る場を選択肢の一つとして提示す

ることは、不登校解消の一つの解決策として有効であると感じた。また、使われ

なくなった既存の校舎の一部を利活用することにより校舎建設コストを大幅に抑

えることにも成功しており、石狩市においても今後学校の統廃合等で校舎に余裕

が出来た際には有効活用の一つの手段として検討に値すると感じた。 
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〇 視 察 先 

（1）岐阜県岐阜市（人口 395,437 人(R6.3) 市域面積 203.60 ㎢） 

 ① みんなの森 ぎふメディアコスモス 

【調査項目】 

1） 多文化交流プラザの取り組みについて 

 

【内 容】 

    調査項目 1）岐阜市の国際交流・多文化共生推進の中核的な場所として「みん

なの森 ぎふメディアコスモス」内に設置。日本人市民と外国人市民の“交流”

“学び”“創造”の場を創出。市国際課と（公財）岐阜市国際交流協会が連携して

運営。多文化交流プラザを中心に、様々な国際交流・多文化共生推進事業を実施

している。外国人市民向けの相談窓口も英語、タガログ語、中国語、ポルトガル

語、ベトナム語でそれぞれ開設されている。また外国人市民向けには日本語講座

や気軽に日本語での会話を楽しむ「日本語くらぶ」を開催している。その他、児

童、生徒、学生向けの英語交流イベントや、外国の文化や言語を紹介するイベン

ト「旅する気分で♪」も開催され、市民間の異文化交流が図られている。 

   

 【所 感】 

  石狩市にも中国人、ベトナム人、ロシア人といった外国人市民が少なからず居

住しており、岐阜市の取り組みを参考にしつつ多文化交流の充実を図ることが石

狩市における市民サービスや文化レベルの向上につながると感じた。 

 

 

②  中心市街地の道路空間利活用の社会実験 

【調査項目】 

1） 中心市街地における道路空間利活用を通した賑わい創出について 

 

【内 容】 

    調査項目 1）市全体が発展するためのエンジンとなる「都市の顔」ともいうべ

き“岐阜市センターゾーン”。このセンターゾーンの回遊性を高めることが、中心

市街地全体の魅力の向上へとつながる。そこで岐阜市では、中心市街地の道路空

間をより活きた空間、魅力的な空間として利活用できるよう「居心地が良く歩き

たくなるまちなか」づくりを目指し、道路空間の在り方について市民からのご意

見などをもとに検討を進めてきた。 



2 
 

   

 【所 感】 

  岐阜市では市内中心部を貫く片側 4 車線の大動脈である金華橋通りの一部車線

をバス専用レーン、また一部車線を歩行者天国とすることにより「居心地が良く

歩きたくなるまちなか」づくりを目指している。かつては全国有数の繁華街とし

て名を馳せた「柳ケ瀬商店街」周辺にも新たに人の流れを作ることで、岐阜市の

みならず、岐阜県全体の活性化を目指している。 

石狩市には鉄道の駅がなく、誰にでもわかりやすい市の顔というべき、ずば抜

けた中心部が存在しない。石狩市の更なる発展の為には多くの市民が集い賑わう

まちの中心核を構築するのも有効な手段の一つであると考えさせられた。 

 

 

③  不登校特例校「草潤中学校」 

【調査項目】 

1） 不登校特例校の取り組み状況について 

 

【内 容】 

  調査項目 1）これまでに不登校を経験した生徒のありのままを受け入れ、個に応

じたケアや学習環境の中で心身の安定を取り戻しつつ、新たな自分の可能性を見出

すことを目指している。 

   

【所 感】 

 草潤中学校は岐阜市内中心部にありながら都市のドーナツ化現象により廃校とな

った学校の校舎を活用した、不登校を経験した生徒の為の学校（特例校）である。

定員は各学年とも 10 名程度に絞り、きめ細かい対応を目指している。毎日必ず登校

する必要はなく、①一人一台配布されているタブレット端末を活用し自宅でオンラ

イン等を主として学ぶ、②週に数日登校する、③毎日登校する等、個々に応じたや

り方で学習を進めることが可能なカリキュラムとなっている。また、朝の登校時に

は無人の教室に設置された端末で当日の朝食の摂取状況や体調の良し悪し等を自己

申告し、検温データも合わせて学校側のサーバーに転送され記録されるシステムと

なっている。その自己申告の体調に考慮してその日一日教師が柔軟に対応している。

給食はないのでお弁当を持参するか、業者のお弁当を各自登校してから注文するこ

とが出来る。 

 石狩市では不登校児童生徒とその保護者を対象として、適応指導教室「ふらっと

くらぶ」を開設しているが、さらに一歩踏み込んで不登校特例校を開設しケアに当
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たると不登校支援に一定の成果が出ると感じた。 







1 
 

研修受講日時：2024 年 2 月 9 日（金） 

研修テーマ ：防災・危機管理に関する質問の仕方 

講師    ：地方議会研究会 総括コンサルタント 

元廿日市市副市長 川本 達志 氏 

 【所 感】 

  ＜防災・減災質問の心構え＞ 

  防災の質問は、地域防災計画を基本資料として質問する。計画の中身は、災害

時に実行されなければならないことは言うまでもないことで、その準備が出来て

いるかということが基本になる。 

  また、自助、共助が強調される防災・減災対策にあっては、行政が情報を広く、

わかりやすく広報・周知することが重要。 

  防災・減災は、ほとんどの住民に災害被災の経験がない中での対策なので、知

識と情報が重要だが、これらを信頼をも持って伝えることが出来るのは行政しか

ない。防災・減災は、その準備から緊急時の対応まで、「正常性バイアス」（自分

にとって都合の悪い情報を無視したり、過小評価したりしてしまう人の特性のこ

と。「自分は大丈夫」「今回は大丈夫」「まだ大丈夫」などと過小評価したりしてし

まい、逃げ遅れの原因となる）が邪魔するので、しつこいくらいの啓発が必要と

認識すべき。 

  ＜防災に関する質問＞ 

・地域防災計画の策定と広報 

・インフラ整備（防波堤、防潮堤、砂防堰堤、河川護岸、海岸護岸、耐震補修等） 

・防災教育と訓練（特に、防災に関する知識がどの程度普及しているか、実態を知

るべきではないか？調査は必要ないか？） 

・自主防災組織の組織化支援と連携 

・消防団加入促進（具体的に首長の活動を問う） 

・防災基本条例の制定について 

  ＜減災に関する質問＞ 

・避難計画（経路及び避難所）及び広報・周知 

・避難所の環境整備（寒暖への対応、備蓄体制、プライバシーなど） 

・職員、地域が共有する災害対策マニュアルの策定 

・行政機関等が緊急時に機能を果たすことができる準備（BCP 計画） 

・災害ボランティア受け入れ態勢の準備 

・防災・減災は、まず自助ということを周知（耐震化、家具などの固定、防災グッ

ズの準備、避難箇所の特定など）するための方策 
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研修受講日時：2024 年 2 月 9 日（金） 

研修テーマ ：歳入に関する質問の仕方 

講師    ：地方議会研究会 総括コンサルタント 

元廿日市市副市長 川本 達志 氏 

 【所 感】 

  ＜歳入に関する質問の心構え＞ 

  歳入の現状を確認する。 

  歳入財源 一般財源と特定財源（自由に使えるかどうかの分類） 

  ≪一般財源≫ 

使途が特定されず自由に使うことの出来る財源（一般市・町村） 

・地方税（都市計画税を除く） 

・地方交付税 

・地方消費税交付金 

・地方譲与税 

・ゴルフ場利用税交付金 

・利子割交付金 

・地方特例交付金 

・株式等譲渡所得割交付金 

・交通安全対策特別交付金 

・自動車取得税交付金 

・配当割交付金 

 

 自由に使える一般財源が増えることによって、自治体独自の政策・施策が

展開でき、公共事業投資も継続的に可能になる。主要なものは、地方税、地

方交付税、地方消費税交付金 

 

≪特定財源≫ 

 使途が特定されている財源 

 ・分担金・負担金 

 ・手数料 

 ・国庫支出金 

 ・都道府県支出金 

 ・使用料（一部一般財源） 

 ・財産収入（一部一般財源） 

 ・寄附金 
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 ・繰入金 

 ・繰越金 

 ・諸収入（一部一般財源） 

 ・地方債 

 

 

研修受講日時：2024 年 2 月 9 日（金） 

研修テーマ ：財政比較分析を質問に活用する 

講師    ：地方議会研究会 総括コンサルタント 

元廿日市市副市長 川本 達志 氏 

 【所 感】 

  ＜これからの自治体財政の考え方＞ 

  〇地方財政を取り巻く課題 

① 公共施設・インフラの老朽化と過大化 

② 人口減少・高齢化に伴う扶助費、介護費の増と税収減 

③ 自然災害、感染症などのリスクによる一時的財政需要拡大 

④ 第 3セクター、公社等の経営悪化 

  〇財政は手段であるが、人材とともに目的を達成するために不可欠の要素 

① 現状の財政状況を分析 

② 財政分析指標による評価 

③ 総合計画・実施計画を前提に財政シミュレーション（財政計画）の策定 

④ 評価を、実施計画、定員管理計画、公共施設等管理計画に反映 

   

＜財政状況資料集＞ 

・地方公共団体の財政に関するデータが詳しく網羅されている 

・類似団体との比較ができ、自団体の状況が確認できるので、客観的評価が

出来る 

・データを分析することで、将来の財政運営の基本的方針を立てることが出

来る 

・地方債残高と公共施設の老朽化比率のクロス分析も可能 

 

＜類似団体比較表＞ 

・類似団体との歳入歳出の比較が一覧できる 

 

 




